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【研究目的】 
本研究では、特に産業保健職の関与が得られない中小企業を想定し、そのような状況に

おける両立支援においては、「主治医による就業に関する意見書」が重要な役割を果たすと

考え、主治医意見書による治療と就業に関する効果の検証について、複数の課題を設定し

て調査を実施した。 
 
【研究方法】 
 本年度は、前年度に引き続き、以下の調査について実施した。 
課題１：RCT による、「主治医が実施する就業支援指導・および就業措置情報提供書によ

る就業継続の効果」の検証：医療機関に入院中の労働者を対象に、就業に関する意見書を

用いた指導を RCT で実施し、治療および就業への効果を検証した。 

課題２：Cluster RCT による、主治医による就業措置情報提供書が、就業継続に与える効

果の検証：約 120 の事業所において、事業所単位での RCT を実施し、割付群には就業に関

する意見書を留め置きし、就業配慮への効果を検証した。 

課題３：休職経験労働者を対象とする主治医による継続的診療と再休職リスクのレセプ

トデータを用いた検証：職経験者において、主治医による継続的な治療が再求職などに与

える影響についてレセプトデータを用いて検証した。 

課題６：事業所単位の無作為比較介入研究による、就業に関する主治医意見書の活用に

よる効果の検証：約 100 の事業所を対象に、事業所単位での RCT を実施し、割付群には就

業に関する意見書を留め置きし、事業所における就業意見書の利用促進への効果を検証し

た。 

課題７：産業医が依頼する「診療情報提供書」についての病院対応に関する実態調査:病

院に勤務する診療情報管理士に対して、アンケート調査を行った。 

課題８：中小企業における治療と職長生活の両立支援のためのツールの作成：診療情報

提供書の取り扱いに関する問題点を踏まえて、研究班において書式の作成を行った。 

（課題４、課題５については前年度までに終了しているため、本稿では割愛する） 

 

【研究成果】 
本研究では、前年度に実施した調査において、産業保健職が介在しない中小企業におい

いて、事業所で主治医意見書の書式を用意していることで活用頻度が上がるとの示唆を得

て、医療機関における主治医意見書の取り扱いについて調査を実施した（課題７）。従来、

産業保健領域では、「診療情報提供書」との名目で、医療機関に対して就業意見を依頼する

ことが多く行われているが、このような診療情報提供書には、１）適切な報酬体系がない

こと、２）依頼者、交付先が曖昧なこと、３）詳細な就労条件を記載することについての



医師側の心理的な負担、などが課題として挙げられた。 
これらの課題を踏まえて、研究班では、主治医と事業所との連携を実施するための意見

書については、「診断書（就業に関する意見）」のように診断書として提示することを提案

し、就業配慮に関する診断書書式を作成した（課題８）。またこのツールを留め置きした事

業所において約 5 割の事業所が、主治医意見書の運用を検討し、そのうち９割は研究班開

発したツールの利用を希望した（課題６）。 
さらに本研究においては、就業に関する主治医意見書（診断書）が連携の要と考え、就

業に関する意見書の運用が患者（労働者）の治療および就労上の便益があるかについて、

エビデンスの創出を目的に、課題１、課題２、課題６と３つの検証を実施したが、いずれ

においても、治療および就労上の便益を認めることはできなかった。 
 
【結論】 
 中小企業における医療連携では、就業意見に関する主治医意見書の活用がその実態であ

る。就業に関する主治医意見書の書式を用意している事業所において、その活用が進んで

いた。しかしながら、一般的に産業保健実務において利用されてきた「診療情報提供書」

には、医療機関での取り扱いなどを含めて課題が確認された。就業に関する主治医意見書

については、診断書として整理することで、運用上の課題に対応することが可能であるこ

とや、中小企業の多くにおいて、このようなツールを利用する希望があることが確認され

た。 

一方で、主治医意見書を運用することで、患者の就労状況および治療状況に良好な結果

が得られるかを検証するため、複数の検証を実施したが、本研究においては、統計的に有

意な効果を確認することはできなかった。 

したがって、中小企業において主治医意見書（診断書）によって医療連携が活用される

ためには、適切な書式を用意するとともに、さらに運用面でのノウハウも構築することが、

今後の連携につながるものと期待される。 

 
【今後の展望等】 
 治療と職業生活の両立支援のためには、就業に関する主治医意見書（診断書）の普及が、

企業および医療機関の双方において必要である。一方で、患者単位において、治療および

就業上の便益が得られるかについては、わが国では疫学的エビデンスの蓄積は乏しく、今

後も検証が必要である。 


